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伊 丹 市 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 固 定 資 産 税 の 税 率 の 特  

例 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  

 

 

伊 丹 市 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 固 定 資 産 税 の 税 率 の 特 例 に 関 す  

る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 別 記 の と お り 制 定 す る 。  

 

 

 

 

 

令 和 ６ 年 ６ 月 ４ 日 提 出  

 

 

               伊 丹 市 長  藤  原   保  幸  

 

 

 

 

理  由   

 奄 美 群 島 振 興 開 発 特 別 措 置 法 第 ３ ８ 条 の 地 方 税 の 課 税 免 除 又 は 不  

均 一 課 税 に 伴 う 措 置 が 適 用 さ れ る 場 合 等 を 定 め る 省 令 等 の 一 部 を 改  

正 す る 省 令 （ 令 和 ６ 年 総 務 省 令 第 ３ ５ 号 ） に よ る 地 域 再 生 法 第 １ ７  

条 の ６ の 地 方 公 共 団 体 等 を 定 め る 省 令 （ 平 成 ２ ７ 年 総 務 省 令 第 ７ ３  

号 ） の 一 部 改 正 等 に 伴 う た め 。  

 

 

議55



伊 丹 市 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 固 定 資 産 税 の 税 率 の 特  

例 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 令 和 ６ 年 伊 丹 市  

条 例 第   号 ）  

伊 丹 市 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 固 定 資 産 税 の 税 率 の 特 例 に 関 す  

る 条 例 （ 平 成 ２ ８ 年 伊 丹 市 条 例 第 ８ 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す  

る 。  

第 ２ 条 第 １ 項 中 「 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 」 を 「 令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 」

に 改 め ， 「 規 定 す る 特 定 業 務 施 設 」 の 右 に 「 及 び 同 号 に 規 定 す る 特  

定 業 務 児 童 福 祉 施 設 の う ち 当 該 特 定 業 務 施 設 の 新 設 に 併 せ て 整 備 さ  

れ る も の 」 を 加 え る 。  

付 則 第 ２ 項 中 「 令 和 ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 」 を 「 令 和 １ １ 年 ３ 月 ３ １ 日 」

に 改 め ， 同 項 た だ し 書 中 「 特 定 業 務 施 設 」 の 右 に 「 及 び 同 号 に 規 定  

す る 特 定 業 務 児 童 福 祉 施 設 の う ち 当 該 特 定 業 務 施 設 の 新 設 に 併 せ て  

整 備 さ れ る も の 」 を 加 え る 。  

付  則  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 条 例 は ， 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 特 定 業 務 児 童 福 祉 施 設 に 関 す る 経 過 措 置 ）  

２  こ の 条 例 に よ る 改 正 後 の 第 ２ 条 第 １ 項 の 規 定 （ 地 域 再 生 法 （ 平

成 １ ７ 年 法 律 第 ２ ４ 号 ） 第 ５ 条 第 ４ 項 第 ５ 号 に 規 定 す る 特 定 業 務

児 童 福 祉 施 設 の う ち 同 号 に 規 定 す る 特 定 業 務 施 設 の 新 設 に 併 せ て

整 備 さ れ る も の に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） は ， 令 和 ６ 年 ４ 月 １ ９ 日 以

後 に 新 設 さ れ ， 又 は 増 設 さ れ た 減 価 償 却 資 産 に つ い て 適 用 し ， 同

日 前 に 新 設 さ れ ， 又 は 増 設 さ れ た 減 価 償 却 資 産 に つ い て は ， な お

従 前 の 例 に よ る 。  
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